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件 名

施工場所

金 額 円 内消費税相当額 円

理 由

概 要

特 記 仕 様 書

１．一般事項

（１）受注者は、工事請負契約書、可児市建設工事共通仕様書及び特記仕様書に基づき施工する

ものとする。なお、特記仕様書は共通仕様書に優先する。

（２）受注者は、本工事が「可児市工事品質証明実施要領」の対象となる場合、要領に基づき品

質の証明を実施しなければならない。

（３）受注者は、受注時、変更時、完成時の各時点において工事請負代金額が500 万円以上の工

事について、工事実績情報システム（コリンズ）に基づき、受注・変更・完成・訂正時に

工事実績情報として「登録のための確認のお願い」を提出し監督員の確認を受けた後に、

受注時は契約後、土曜日、日曜日、祝日等を除き10 日以内に、登録内容の変更時は変更が

あった日から、土曜日、日曜日、祝日等を除き10 日以内に、完了時は完成後、土曜日、日

曜日、祝日等を除き10 日以内に、訂正時は適宜登録機関に登録申請をしなければならない。

変更登録時は、工期、技術者に変更が生じた場合に行うものとし、工事請負代金のみの変

更の場合は、原則として登録を必要としない。ただし、工事請負代金500万円未満に変更す

る場合には変更時登録を行うものとする。なお、変更時と完成時の間が10日間に満たない

場合は、変更時の提示を省略できる。

（４）提出・提示書類は別添「可児市建設工事における取扱い書類一覧表」に基づき実施するも

のとする。また、工事打合簿（指示、協議、承諾は除く）、材料確認簿、夜間・休日作業届

けの書類を提出する場合は、所定の様式に基づき、電子メールにて提出するものとし、書

面には署名または押印する必要はないものとする。これらに定めのない事項については、

監督員と協議する。

平成 29 年度 県単土地改良整備事業(下長サ地区)ポンプ設備取替工事

可児市 大森地内

用水ポンプ設備が経年劣化によって、ポンプ性能の低下が著しく、今後農業用水取水に影

響が出てくる可能性があるためポンプ設備の取替を行う。

製作工事原価

・ポンプ設備製品費 1式

据付工事原価

・ポンプ設備取替工 1式

・付帯工 １式



（５）本工事において以下に示す建設機械を使用する場合は、「特定特殊自動車排出ガスの規制等

に関する法律（平成 17 年法律第 51 条）」に基づく技術基準に適合する機械、または、「排出

ガス対策型建設機械指定要領（平成 3年 10 月 8 日付建設省経機発第 249 号、最終改定平成

22 年 3 月 18 日付け国総施第 291 号）」、「排出ガス対策型建設機械の普及促進に関する規定

（平成 18 年 3 月 17 日付け国土交通省告示第 348 号）」もしくは「第３次排出ガス対策型建

設機械指定要領（平成 18 年 3 月 17 日付け国総施第 215 号）」に基づき指定された排出ガス

対策型建設機械（以下「排出ガス対策型建設機械等」という。）を使用しなければならない。

排出ガス対策型建設機械等を使用できないことを監督員が認めた場合は、平成７年度建設

技術評価制度公募課題「建設機械の排出ガス浄化装置の開発」、またはこれと同等の開発目

標で実施された民間開発技術の技術審査・証明事業もしくは、建設技術審査証明事業により

評価された排出ガス浄化装置を装着した建設機械を使用することができるが、これにより難

い場合は、監督員と協議するものとする。

排出ガス対策型建設機械あるいは排出ガス浄化装置を装着した建設機械を使用する場合、

現場代理人は施工現場において使用する建設機械の写真撮影を行い、監督員に提出するもの

とする。

２．産業廃棄物の適正処理について

（１）受注者は、産業廃棄物が搬出される工事にあたっては、監督員の指示に従い、産業廃棄物関

連書類の提出及び確認並びに処理施設の現地確認並びに建設廃棄物処理状況の管理を行い、

産業廃棄物が最終処分に至るまで適正に処理されていることを確認しなければならない。

（２）建設発生土については、工事間流用とし、流用先は監督員が指示する。都合により工事

間流用ができなくなった場合は、別途協議する。ただし、建設発生土が 100m3 未満の場

合はこの限りではない。また請負者の都合により処分場を変更する時は監督員に報告す

るものとする。

機 種 備 考

一般工事用建設機械

・バックホウ

・トラクタシャベル（車輪式）

・ブルドーザ

・発動発電機（可搬式）

・空気圧縮機（可搬式）

・油圧ユニット

（以下に示す基礎工事用機械のうち

ベースマシンとは別に、独立した

ディーゼルエンジン駆動の油圧ユ

ニットを搭載しているもの：

油圧ハンマ、パイプロハンマ、

油圧式鋼管圧入・引抜機、油圧式

杭圧入引抜機、アースオーガ、

オールケーシング掘削機、リバー

サーキュレーションドリル、アー

スドリル、地下連続壁施工機、全

回転型オールケーシング掘削機）

・ローラ類

（ロードローラ、タイヤローラ、

振動ローラ）

・ホイールクレーン

ディーゼルエンジン（エンジン出力

７．５ｋｗ以上２６０ｋｗ以下）を搭載し

た建設機械に限る。

・オフロード法の基準適合表示が付されているもの又は特定特殊自動車確認証の交付を受

けているもの

・排出ガス対策型建設機械として指定を受けたもの



３．使用材料

本工事において使用する機器、材料類はすべて各規格に適合するものでなければならな

い。

（１）日本工業規格(JIS)

（２）電気規格調査会標準規格(JEC)

（３）日本電機工業会標準規格(JEM)

（４）土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 設計｢ポンプ場｣

（５）電気設備技術基準

（６）内線規定

（７）可児市建設工事共通仕様書

（８）岐阜県上水・工業用水道工事標準仕様書

（９）労働安全衛生諸規格

（１０）その他関係基準

揚水機 ポンプ仕様

型式 着脱式水中渦巻斜流ポンプ

口形 150mm

吐出量 2m3/min

全揚程 8.2m

電動機容量 5.5kW

定格電圧 200V

周波数 60Hz

始動方式 直入

極数 6P

着脱フランジ規格 エバラ規格

台数 2台

（１）ポンプは性能の安定したもので、使用流量範囲において電動機が過負荷にならないもの

とする。また、羽根車(SCS13)部は異物に依る閉塞がほとんど無い斜流型構造とする。

（２）ポンプケーシングは良質の鋳鉄製(FC250)とし、鋳肌が滑か、かつ堅牢なもので、衝撃

摩耗、腐食を考慮した肉厚のものとする。

（３）主軸は、強靱な良質のステンレス鋼製(SUS420J1)とし、動力伝達と危険速度を考慮した

十分な強度を有するものとする。

（４）軸受は十分な支持容量を有し、長時間の連続運転に耐え円滑な自己潤滑ができる構造

する。

（５）軸封部には信頼性の高い、ダブルメカニカルシールを使用し、モーターへの浸水を防止

する。

（６）モーター室とメカニカルシール室との間に設置した十分に容量のある独立した部屋を設

け、油、水が直接モーター部へ浸水しない構造とする。

（７）浸水検知及び温度検知の保護装置を設け、モーターの焼損を未然に防ぐ構造とする。

（８）モーター外周に水冷ジャケットを設け、水位が低下しても連続運転が可能な構造とする。

主要材質

ケーシング FC250

羽根車 SCS13

主軸 SUS420J1

塗装

ポンプ エポキシ樹脂塗装

付属品

水中ケーブル(電動機、浸水・温度検知用) 20m

スライディングカード 1個

その他必要なもの 1式

本工事で更新する揚水ポンプについては、既設着脱装置を流用することから既設ポンプ

と同じ機種を採用することとする。従って既設メーカーの㈱荏原製作所製 150DSC

(5.5kW)とする。



４．工事施工について

（１）契約書 18 条第 1項第 1号から 5号に係る設計図書の照査を行い、監督員の確認を受け

て施工を行うこと。

（２）受注者は、工事着手に先立ち、現場付近の地元住民等に対する周知、説明、説得等を行

い、トラブルの生じないよう努めること。

（３）工事による既設構造物の破損については、未然に防止するよう予め十分調査をし、また、

支障を及ぼさないよう相当の防護工を施工しなければならない。なお、誤って損傷を与

えた場合は、受注者の責任において復旧しなければならない。調査に際しては、記録保

存の必要を認めた場合は写真撮影、測量等を行わなければならない。

（４）工事着手前に、可児市基準点（世界測地系）を用い、境界（座標）を確認すること。ま

た、特に指示しない限り、構造物を官民境界とするため、官民境界と構造物の位置を示

した図面等にて施工した構造物が民地を侵していないことを報告すること。

（５）施工区間と現道との取付については、交通の支障とならないよう充分留意すること。

（６）必要に応じ交通誘導警備員を配置し、安全を期さなければならない。また、夜間の安全

確保についても十分な対策を施すこと。

５．工事保険について

本工事において、発注者、受注者及び全下請人を被保険者として、工事着手から工事目的

物の引渡しまでの期間について、賠償責任保険（保険対象：第三者に与えた損害）及び工

事保険（保険対象：工事目的物、工事材料及び仮設物等）に加入するものとする。

６．ワンデーレスポンスの取組について

（１）この工事は、ワンデーレスポンス実施対象工事です。

「ワンデーレスポンス」とは受注者からの質問、協議、報告、承諾願、立会願等への回答

は、基本的に「その日のうち」に回答するよう対応することです。ただし、即日回答が困

難な場合は、いつまでに回答が必要なのかを受注者と協議のうえ、回答期限を設けるなど、

何らかの回答を「その日のうち」にすることとする。

（２）実施にあたっては、可児市工事監督におけるワンデーレスポンス実施要領に基づき実施

する。

（３）受注者は工事施工中において、問題が発生した場合や計画工程と実施行程を比較照査し、

差異が生じた場合は速やかに監督員へ報告すること。

（４）受注者は、施工計画書に基づいて適正な計画工程を作成し、工事の先々を予見しながら、

施工するものとする。

７．電子納品について

「岐阜県電子納品要領」等に基づき、電子納品を行うこと。なお、電子納品の内容につい

ては、監督員と事前に協議し、決定すること。

８．暴力団等による不当介入における通報義務について

(１)受注者は、契約の履行に当たって、暴力団又は暴力団員等から、事実関係及び社会通念

等に照らして合理的な理由が認められない不当若しくは違法な要求又は契約の適正な履

行を妨げる妨害を受けたときは、警察へ通報するとともに、可児市が行う契約からの暴力

団排除に関する措置要綱（平成２２年可児市訓令甲第４７号）に定める様式第９号により

可児市に報告しなければならない。なお、通報・報告がない場合は、可児市建設工事請負

契約に係る指名停止措置要領に基づき、指名停止等の措置を行うことがある。

(２)受注者は、暴力団又は暴力団員等による不当介入を受けたことにより、履行期間内に工

事等を完了することができないときは、発注者に履行期間の延長変更を請求することがで

きる。

９.現場代理人の兼務について

現場代理人は、工事請負契約約款第１０条第２項の規定により、契約工期内の現場常駐が

義務付けられているが、契約締結後、現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等が

開始されるまでの期間や、工事の全部の施工を一時中止している期間については、監督員

との連絡体制を確保した上で、常駐義務を緩和するものとする。



また、以下の条件を全て満たす場合に、他工事の現場代理人又は専任でない主任技術者を

兼務することができる。

1.他工事は、可児市発注の建設工事で、工事現場が市内であること。

2.他工事においても、本工事と同様に現場代理人の兼務を認めていること。

3.兼務を行う工事の総数が、本工事を含めて３件までであること。

4.兼務を行う工事の請負代金額の合計が２，５００万円未満であること。

5.発注者又は監督員が求めた場合には、工事現場に速やかに向かう等の対応ができるこ

と。

なお、工事現場における運営、取締り及び権限の行使に支障がある場合、及び、発注者と

の連絡体制が確保されていないと監督員が認めた場合は、兼務を取り消すものとする。

現場代理人が兼務となった場合は、本工事の監督員及び他工事の監督員の双方に、現場代

理人兼務届を提出しなければならない。

１０.主任技術者又は監理技術者の専任を要しない期間について

請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機材搬入、仮

設工事等が開始されるまでの期間）については主任技術者または監理技術者の工事現場へ

の専任を要しない。なお、現場施工に着手する日については、請負契約締結後、監督職員

と打ち合わせにおいて定める。

また、工事完成後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合は除く。）事

務手続き、後片付け等のみが残っている期間については、主任技術者または監理技術者の

工事現場への専任を要しない。なお、検査が終了した日は発注者が工事の完成を確認した

旨、受注者に通知した日とする。



工事名 明示項目 明示事項 制約条件等

Ａ．運搬距離（ Ｋｍ
１．発生土砂等の有効利用、適正処理あり Ｂ．投棄料計上あり

施工条件 ［場所が未確定］ Ｃ．整地（押土、敷均、締固等）必要

明示項目 明示事項 制約条件等 Ｄ．整地（押土）必要

工 程 Ａ．工種（ ） Ａ．盛土、埋戻

Ｂ．期間（ ～ ） ２．発生土砂等の有効利用、適正処理あり Ｂ．ストックヤード利用あり（ ）

Ａ．工種（ ） ［自工事へ流用］ Ｃ．仮置場必要（ ）

Ｂ．期間（ ～ ） Ｄ．運搬距離（ Ｋｍ ）

Ａ．協議済機関及び内容（ ） Ｅ．仮置場の用地借上費計上あり

Ｂ．未協議機関及び内容（ ） Ａ．場所（

Ａ．許可済 Ｂ．盛土、埋戻

Ｂ．申請中　　 Ｃ．整地（押土、敷き均し、転圧）あり

Ａ．許可済 ３．発生土砂等の有効利用、適正処理あり Ｄ．ストックヤード利用あり（ ）

Ｂ．申請中　 ［他工事へ流用、または処分地指定］ Ｅ．仮置場必要（ ）

Ａ．許可済 Ｆ．運搬距離（ Ｋｍ ）

Ｂ．申請中　 Ｇ．仮置場の用地借上費計上あり

Ａ．協議済内容（ ） Ｈ．処分料計上あり

Ｂ．未協議内容（ ） Ａ．他工事名（

８．その他 Ａ．その他（ ） Ｂ．請負者運搬あり（運搬距離

用 地 １．用地補償物件撤去まで着工制限あり Ａ．区間（ＮＯ． ～ＮＯ． ） ４．発生土砂等の有効利用、適正処理あり Ｃ．盛土、埋め戻し

Ｂ．着工見込時期（ ） 建 設 発 生 土 ［他工事からの流用］ Ｄ．ストックヤード利用あり（ ）

Ｃ．内容（ ） 建 設 （ 産 業 ） 廃 棄 物 Ｅ．仮置場必要（ ）

２．工事用地の未買収 Ａ．場所（ ） 関 係 Ｆ．仮置場の用地借上費計上あり

Ｂ．処理の見込み時期（ ） Ａ．種類（ ）

Ｃ．未買収地への立ち入り可否（ ） ５．産業廃棄物の処理条件あり Ｂ．場所（ ）

３．仮設ヤードの有無 Ａ．官有地 [特別管理産業廃棄物］ Ｃ．中間処理施設までの運搬距離（ Ｋｍ ）

Ｂ．民有地 Ｄ．処理費計上あり

Ｃ．その他（ ） Ａ．槽内洗浄必要

Ｄ．別途協議 Ｂ．可児市環境課と打合せの必要あり

４．その他 Ａ．その他（ ） Ａ．産業廃棄物管理票（マニフェスト）

公 害 対 策 １．施工方法の制限あり Ａ．騒音（ ） Ｂ．建設発生土処理地の関係図書

Ｂ．振動（ ） Ｃ．クレダス

Ｃ．水質（ ）

Ｄ．その他（ ） Ａ．移設時期（Ｈ 年 月頃）
２．事業損失防止に関する調査あり Ａ．調査の項目（ ） Ｂ．移設時期（別途協議）

３．環境影響調査あり Ａ．生物・植物調査あり Ａ．移設時期（Ｈ 年 月頃）
Ａ．アスベスト含有材あり Ｂ．移設時期（別途協議）

４．その他 Ｂ．フロン回収あり Ａ．移設時期（Ｈ 年 月頃）
Ｃ．その他（ ） Ｂ．移設時期（別途協議）

安 全 対 策 １．交通規制あり Ａ．全面通行止め Ａ．移設時期（Ｈ 年 月頃）
Ｂ．片側通行止め 工 事 支 障 物 件 Ｂ．移設時期（別途協議）

Ｃ．時間制限あり（ ） Ａ．移設時期（Ｈ 年 月頃）
２．通学路あり Ａ．迂回路あり Ｂ．移設時期（別途協議）

Ｂ．仮設歩道必要 Ａ．管理者による高さ調整 （ ）
２．交通整理員 Ａ．区間（ＮＯ． ～ ）配置人員 人/日 Ｂ．請負者による高さ調整 （ ）

Ｂ．区間（ ）配置人員 人/日 Ａ．移設時期 （ ）
Ｃ．区間（ＮＯ， ～ ）配置人員 人/日 Ｂ．移設時期 （別途協議）
Ｄ．交替要員あり ８．その他 Ａ．その他（ ）

３．鉄道等の近接作業制限あり Ａ．工法制限あり（ ） １．濁水、湧水処理条件あり Ａ．方法（ ）

Ｂ．作業時間制限あり（ ） ２．その他 Ａ．その他（ ）

４．バス路線（運行者との協議） Ａ．協議済内容（ ） Ａ．ＲＣ

Ｂ．未協議内容（ ） Ｂ．アスファルト再生合材（30％再生）

５．その他 Ａ．その他（ ） Ｃ．アスファルト再生合材（100％再生）

工 事 用 道 路 １．一般道路（搬入路）の使用制限 Ａ．搬入経路指定あり Ｄ．溶融スラグ使用あり（ ）

Ｂ．時間帯制限あり Ｅ．再生材を使用できない場合別途協議

２．仮設道路の設置条件あり Ａ．一般交通供用あり ２．その他 Ａ．その他（ ）

Ｂ．安全施設必要（ ） Ａ．品名（ ）

Ｃ．路面工（ ） Ｂ．納入場所（ ）

Ｄ．工事完了後存続又は撤去（ ） Ａ．品名（ ）

Ｅ．構造（ ） Ｂ．引渡し場所（ ）

Ｆ．用地（借地） Ａ．仮設費（ ）

Ｇ．用地（公用地） Ｂ．安全費（ ）

Ｈ．用地（その他） Ｃ．営繕費（ ）

３．その他 Ａ．その他（ ） Ｄ．特別なイメージアップ（ ）

指 定 仮 設 備 １．仮設物の指定又は一部指定あり Ａ．工種（ ） ４．「可児市工事品質証明実施要領」該当あり Ａ．品質証明員の配置あり

２．仮設構造物の転用、兼用あり Ａ．工種（ ） ５．その他 Ａ．その他（ ）

Ｂ．内容（ ）

３．その他 Ａ．その他（ ）

再生材使用及び溶融スラ
グ

そ の 他

２．支給材あり

１．現場発生材あり

１．再生材使用指定あり

７．占用支障物件あり（その他）

平成29年度 県単土地改良整備事業(下長サ地区)ポンプ設備取替工事

４．占用支承物件あり（下水道）

３．イメージアップあり

１．占用支障物件あり（電気）

２．占用支障物件あり（電話）

排 水 工 関 係

３．占用支障物件あり（水道）

５．占用支障物件あり（ガス）

６．占用支障物件あり（ﾏﾝﾎｰﾙ蓋、仕切り弁蓋等）

６．浄化槽、汲み取り便槽の取壊し処分あり

７．「可児市が発注する公共工事から発生する産
業廃棄物適正処理について」に基づく提出・提示
書類あり

下記項目、事項のうちレ印該当欄は、工事施工にあたって制約等をうけることになるので明示する。
なお、明示事項に変更が生じた場合及び明示されていない制約等が発生したときは、市と協議し適切な処置を講ず
るものとする。

２．他機関協議による工程条件あり

６．河川区域、保全区域内作業あり

３．他機関との協議状況

特記仕様書
（条件明示）

４．占用許可状況（　　　　　　　　）

５．建築確認

７．文化財協議（教育文化財課）

１．関連する別途発注工事あり



費目・工種・種別・細別・規格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

本工事費内訳書
平成29年度 県単土地改良整備事業(下長サ地区)ポンプ設備
取替工事

式
工場製作原価 1号明細書

1

式
据付工事原価 2号明細書

1

直接工事費

純工事費

工事原価

式
一般管理費等 1号内訳書

1

％
契約保証

一般管理費等計

工事価格

％
消費税相当額

設計価格



名　称　・　規　格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

内訳書
一般管理費等

1号内訳書

式　 率　分　表　示
1

計



名　称　・　規　格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

明細書
工場製作原価

1号明細書

式ポンプ設備製品費 1号代価表
1

計



名　称　・　規　格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

明細書
据付工事原価

2号明細書

式ポンプ設備取替工 2号代価表
1

式付帯工 3号代価表
1

式共通仮設費
1

式現場管理費
1

式据付間接費
1

式調整金
1

計



名　称　・　規　格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

代価表
ポンプ設備製品費

1号代価表 1 式当り

台水中渦巻斜流ポンプ
φ150*2m3/min*8.2m*200V*6P*55kW 2

式制御盤内部品 4号代価表
1

計

1 式 当り



名　称　・　規　格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

代価表
ポンプ設備取替工

2号代価表 1 式当り

人機械設備据付工

人普通作業員

人電工

台/日ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ･作業料金
4.9t吊 ｵﾍﾟﾚｰﾀ付 日極

台/日ﾄﾗｯｸ(賃貸) ｸﾚｰﾝ装置付
4t積 2.9t吊

式据付材料費
1

式据付補助材料費
1

式輸送費
1

人試運転調整費
機械設備据付工

式制御盤内部品取替工
1

式撤去品搬出処分費
1

計

1 式 当り



名　称　・　規　格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

代価表
付帯工

3号代価表 1 式当り

基PR看板
【間伐材使用】 1

計

1 式 当り



名　称　・　規　格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

代価表
制御盤内部品

4号代価表 1 式当り

台配線用遮断器 100AF/100AT
2

台配線用遮断器 50AF/20AT
1

台配線用遮断器 50AF/15AT
2

台漏電遮断器 50AF/50AT 30mA
2

台漏電遮断器 50AF/20AT 30mA
1

台電磁接触器 55kW用
2

台タイマー AC200V
4

台24Hタイマー AC200V
1

台フロートレスリレー AC200V
3

個パワーリレー AC200V
22

台パワーリレー AC200V警報用
4

台交互リレー AC200V
1

式配線材
1



名　称　・　規　格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

代価表
制御盤内部品

4号代価表 1 式当り

計

1 式 当り



縮尺

図面の種類

施工箇所

工事名

図面番号

可児市建設部土木課

可児市　大森　地内

ポンプ設備 標準図

ポンプ設備 標準図
S=1/60

平成29年度 県単土地改良整備事業

1:60

HWL

LWL

15
0A
 S
GP

250A SGP

φ250手動仕切弁

φ250ルーズフランジ

流入バッフル

φ150逆止弁

断面　Ａ－Ａ

102.21

104.21

104.81

A

250A SGP

揚水ポンプ盤(今回内部部品取替)

コンクリート柱

引込計器箱

A

フェンス

H=1.8m

流入バッフル

101.21

ポ  ン  プ  仕　様

2.0m /min

φ150着脱式水中渦巻斜流ポンプ(DSC)形　　式

吐 出 量
3

平面図

No.2揚水ポンプ（今回取替

）

1200min　　（同期）

5.5kw

2台

回 転 数

原 動 機

台　　数

-1

運転方式 単独交互自動運転及び並列自動運転

8.2m全 揚 程

No.1揚水ポンプ（今回取替） No.1揚水ポンプ（今回取替）
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(下長サ地区)ポンプ設備取替工事
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0



縮尺

図面の種類

施工箇所

工事名

図面番号

可児市建設部土木課

可児市　大森　地内

電気設備 標準図

電気設備 標準図
S=1/60

平成29年度 県単土地改良整備事業

1:60

(下長サ地区)ポンプ設備取替工事

3φ3w 200v 

1φ2w 100v 

パトライト

HWL

引込開閉器盤

揚水ポンプ盤

P.BOX 300 x100(SUS)

A
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A
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PB1 PB2 PB3

N  P - 2

NP-3 NP-4

SL

COS2

104.21

104.81

引込計器盤

パトライト
揚水ポンプ盤

CVT14 E22 (HIVE36)

CV2 -2C(HIVE22)

CV3.5 -2C(HIVE22)

22

断面　Ａ－ＡS=1/30

LWL
防波管(HIVE54)A

101.21

電極 2Px3(防波管HIVE54)

P.BOX 300 x100(SUS)

平面図

A

S=1/30
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